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米国の大学では、博士論文の審査に際しては、専門能力、対応能力等が試

される Defense（最終試験（口頭試問））の結果が重視される。これは、一般
に博士論文の内容に関する口頭発表と質疑応答からなり、学位取得のための

最終審査会としての性格を有する。審査者である複数教員からの質問やコメ

ントに対し、大学院生が自分の研究についての有意性や独自性を、いかに明

確に主張することができる能力が考査されるものである。 
このような制度は、我が国の多くの大学院専攻においても、博士論文の公

聴会、公開発表会などの形で行われている。公聴会は、口頭発表と質疑応答

とからなり、公開で行われ、指導教員である主査、副査、専攻所属の教員の

他、部外者でも出席し、質問することができる。これとは別に、大学院生当

人と、主査、副査のみが出席し非公開で行われる、最終口頭試問がある。大

学院専攻によっては、博士論文方針発表会、同中間発表会等、研究の各段階

において公聴会を実施する場合もある。これらの発表会は、米国の大学院で

みられる、Preliminary Research Presentation（事前研究報告）・論文計画書
提出、年次進捗報告、Defenseといった一連の学位取得プロセスに相当するも
のであり、博士学位の質を保証するシステムとして重要な役割を果たしてい

る。 

米国の博士課程（後期）（Ph.D.）カリキュラムの例
（文部科学省科学技術政策研究所、NISTEP Report, No.125） 
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学位論文の審査基準は、各研究科専攻等から学生に明示することが大学院

設置基準において義務付けられおり、各研究科専攻等は基準に則り前述のよ

うな審査プロセスを実施している。しかしこうしたプロセスは、必ずしも外

部に分かりやすく示されていないという指摘もあるため、社会に対してもこ

うした取組の成果を明確に提示していくことが重要である。 
 

（４）教員の教育力の認定および教育努力（成果）の評価 

  教員の教育に関する評価については、日本の多くの大学において自己評価

項目や授業評価として行われるようになっているが、給与等の定常的な処遇

に反映させるには至っていないとの指摘がある。各大学において、ファカル

ティ・デベロップメント（Faculty development）の取組等は行われており、
成果はあげていると言われているが、教育成果を定量的に評価することは難

しい。 
  なお、大学院博士課程を担当できる教員の要件に関しては、学校教育法や

大学院設置基準に規定されているが、大学院設置基準における教員要件に係

る規定では、主に研究実績に基づく専門性を要求しており、教育上の能力・

実績等を特に要求する規定要件はない27。  

 
（５）学位の質保証 

  欧州では、29ヶ国の教育関係大臣会議（1999年）において、理解しやすく
比較可能な学位システムの確立のために、学位記に加え、学位の内容、身に

つけた資格の内容等について明確に示した補足資料：ディプロマ・サプリメ

ント（Diploma Supplement：学位補足資料）を添付することが確認され、実
施されている。単位互換制度（ECTS: European Credit Transfer System）
等と併せ、こうした取組により、欧州全体における大学院教育の可視化と、

質保証が促進されている。 
  我が国においても、学会誌への論文掲載等の研究実績による質保証に加え、

博士学位に関わる総合的能力を保証するシステムを検討する必要がある。 

                                                  
27 大学院設置基準 第 9条：博士課程を担当する教員にあっては、次の一の該当し、かつ、その担当する専門分野に関
し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認められる者；イ. 博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する
者；ロ. 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者；ハ. 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 
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欧州の博士学位におけるディプロマ・サプリメントの例（グラーツ工業総合大学） 
（木戸 裕（2005）ヨーロッパの高等教育改革－ボローニャ・プロセスを中心にして－。
レファレンス、658号） 
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（６）ＴＡ：教育能力の醸成と検証 

我が国における、大学院生の TA（Teaching Assistant）は、教員の授業準
備・資料作成等の補助、実験授業の補助、採点業務の補助など、比較的限定

的な教育業務を遂行する。大学院生の業務負担は少ないものの、経済的支援

の観点からみると、不十分な状況である。大学院生にとっては、将来教員に

なった折に発揮する教育能力の向上に資する貴重な機会であり、TA活動の質
量ともにより一層の充実が望まれる。 
一方、米国においては TA活動の対価としての経済的支援のみならず、大学
院教育全体においても、TAが重要な機能を果たしている。一定の学業成績を
挙げないと TAになることができず、また、TAとして、宿題レポートの採点
や一部授業を行うなど、実質的に教育業務の一部を担っている。そして、TA
として優れた能力・実績をあげた者は、表彰されるなど、TAとしての質保証
も行われている。こうした TAシステムは、大学院生が将来大学教員になる場
合の、教育能力の醸成や教員としての教育適性判断に役立っているのみなら

ず、様々な職種に就いた場合において、リーダーシップやコミュニケーショ

ン能力を発揮する上での、有効な教育活動の一つにもなっている。 
また、RA（Research Assistant）についても、大学院生に対する経済的支
援とともに、研究者としてプロジェクトを支える上での訓練など、その重要

性に鑑み、今後の博士課程（後期）教育における役割を検討していくことが

重要であるものと思われる。 
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（７）博士課程（後期）学生からみた大学院の教育プロセス 

全国の大学院博士課程（後期）学生 4384人（人文、社会、理学、工学、農
学、保健、その他）を対象にした進路に関する意識調査28によると、博士課程

（後期）において自らが経験した教育研究上の取組では、多くの学生がコー

スワーク（講義、演習）、国際学会等への参加支援、複数の専門分野に係る教

育研究等を挙げている。一方で、企業のニーズを踏まえた科目の履修や、企

業へのインターンシップ、キャリア・アドバイザーによる就職支援等のキャ

リア教育を挙げた者は、きわめて少ない。 
博士課程（後期）修了時に身についていると見込まれる知識・技能・態度

については、専門分野の理論的知識、専門分野の方法論や分析方法、専門分

野の研究能力、専門分野の先端的知識、プレゼンテーション能力等が高い割

合を示しており、自らの専門分野については、説明能力も含め自信を持って

いる様子がうかがえる。 
一方、身につけたい能力と、身についていると見込まれる能力との差分に

注目すると、専門知識を応用する能力、分野横断的知識、研究プロジェクト

のマネジメント能力、学際性・幅広い教養等について差分が大きく、身につ

けたいと感じていながら、現実の教育研究活動では身につかないと思ってい

る現実が、浮かび上がってくる。本人が身につけたいと感じていながらも不

十分な上記能力こそ産業界が期待している能力でもあり、この差を埋める教

育が、博士号取得者の企業就職、その後の幅広い分野での活躍を促す鍵とも

言える。 
  大学院博士課程修了後の希望職種としては、研究開発職が顕著に多いが、

進路の検討に当り大学に期待することとしては、博士課程（後期）向け企業

説明会、進路ガイダンスの実施、インターンシップの実施等が挙げられてお

り、学生への民間企業に関する適切な情報や、インターンシップなどの機会

が提供されれば、企業への就職希望者が、より多くなることが期待される。 
 

 

                                                  
28 文部科学省：平成 20年度先導的大学改革推進委託事業「博士課程（後期）の学生、修了者等の進路に関する意識等
についての実態調査」（委託先：財団法人未来工学研究所） 
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博士課程（後期）で経験した教育研究上の取組 

（文部科学省（2009）） 
 
 

 
博士課程（後期）修了時に身についていると見込まれる知識・技能・能力 

（文部科学省（2009）） 
 


